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 国際先端テストは、我が国の潜在力を最大限発揮できるよう、戦略分野を育成す

るとともに、投資先としての日本の魅力を最高水準に引き上げることを目指し、個

別の規制の必要性・合理性について、国際比較に基づいた検証を行う趣旨から、規

制改革を強力に推進するための手法として導入したものである。 
 
今回、実施対象として新たに４項目を選定し、各ワーキング・グループにおいて

議論・検討が行われた。 
具体的には、規制所管省庁から規制の現状についての国際比較と規制を維持する

必要性等についての回答を求め、その妥当性や改革の方向性についての議論を行っ

たものである。 
 
それらの議論については、規制改革会議の答申の取りまとめに当たり活用された

ところであり、本日、答申と併せて、テストの検討結果を整理し、公表することと

した。 
 広く国民にも理解していただけるよう、国際的な規制の現状と比較、関係省庁の

主張、規制改革会議の意見について、できる限りわかりやすく簡潔に整理すること

を心がけた。 
 
 規制・制度のあり方について、国際的な政策・制度の趨勢に照らした不断の見直

しを行うことは規制所管省庁における当然の責務であり、今後とも、国際比較の有

効な分野においてはグローバルな視点からの規制改革に努めるべきである。 
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【規制所管省庁の回答（概要）】

（１）諸外国の状況（アメリカ、イギリス、ドイツ、フランスと比較）

・風力発電における環境アセスメントの規模要件は以下の通り

―アメリカ 出力50,000kw超が対象。50,000kw以下のものはすべて簡易的なアセスメント
を実施し、環境に重大な影響を与えると判断された場合は、詳細なアセスメ
ントを実施。

―イギリス ３基以上又はハブ高さ（地面から風車ロータ中心までの高さ）が15mを超える
ものは、地方自治体がスクリーニングにより判断。50,000kW以上のものは、
電気法に基づき貿易産業大臣がスクリーニングにより判断。

―ドイツ 全体の高さ50m以上かつ20基以上のものが対象。全体の高さ50m以上かつ３～
５基のものは簡易的なスクリーニングにより判断、全体の高さ50m以上かつ６
～19基のものは一般的なスクリーニングにより判断。

―フランス すべての風力発電所が対象。（ただし①タワーの高さ（ナセルを含まない）
が50mを超えるのもの②高さ12m以上50m未満の風車が１基以上含まれかつ総出
力が２万kW以上のもの以外は簡易的なアセスメントを実施）

（２）規制所管省庁（環境省、経済産業省）の主張

『法における風力発電所の対象規模は、騒音・低周波音や動植物への環境影響が生じてい
る実態を踏まえ規定したものであり、現在においても、環境影響評価法に基づく大臣意
見等でこれらの環境影響への配慮を求めている。環境や地元に配慮しつつ風力発電の立
地が円滑に進めるためにも、環境アセスメントを通じ環境の保全について適正な配慮が
なされることを確保することが必要。』

『現時点で法に基づくすべての環境アセスメント手続を実施した上で運用開始した事例は
ない。今後、事例が積み上がった段階で、風力発電所の環境影響の実態を把握していく
ことが必要。』

国際先端テスト
検討結果

・環境アセスメントの対象となる風力発電所の規模要件は、環境影響評価法施行令により

一律に「第一種事業（アセス実施が必須）で出力10,000ｋｗ以上、第二種事業（アセス実

施は個別判断）で出力7500ｋｗ以上10,000ｋｗ未満」と定められている。

・この規模要件について、環境影響の程度に応じた合理的な環境アセスメント手続を推進

する観点から、1件当たりの事業規模が増大している昨今の状況や諸外国の事例等も踏ま

え、引き上げるべきではないかとの指摘がある。

①風力発電における環境アセスメントの規模要件の見直し

規制の概要・課題

【規制改革会議の意見】

○風力発電における環境アセスメントの見直しについては、省庁意見のとおり、未だ事例が少な
いことから、まずは環境影響の実態を把握していくことが必要である。

○その上で、そのあり方について、環境や地元に配慮しつつ風力発電の立地が円滑に進められ
るよう、必要な対策を検討していくべきである。

○その際、国際先端テストの結果については、今後の制度設計の参考とすべきである。
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【規制所管省庁の回答（概要）】

（１）諸外国の状況（アメリカ、イギリス、ドイツ、フランスと比較）

・風力発電における環境アセスメントの評価項目についての概要は以下の通り。

―日本 主な参考項目は以下。（発電所省令）大気質、騒音等、水環境、風車の影等、
動物、植物、生態系、景観、人と自然との触れ合いの活動の場、廃棄物等

―アメリカ 個別事業ごとにスコーピングにより項目を選定する。（例）大気質、騒音等、
水環境、動物、植物、景観、地域活動、廃棄物のほか、土地利用、社会イン
フラ、文化遺産等の社会環境に関するものを含む

―イギリス 個別事業ごとにスコーピングにより項目を選定する。（例）大気質、騒音等、
風車の影等、動物、植物、景観のほか、土地利用、社会インフラ、文化遺産、
保健衛生等の社会環境に関するものを含む

―ドイツ ガイドラインにより示された項目を基に、個別事業ごとにスコーピングによ
り項目を選定する。（ガイドライン）大気質、騒音等、水環境、風車の影等、
動物、植物、景観、廃棄物のほか、文化遺産、保健衛生等の社会環境に関す
るものを含む

―フランス ガイドラインにより示された項目を基に、個別事業ごとにスコーピングによ
り項目を選定する。（ガイドライン）騒音等、水環境、風車の影等、動物、
植物、景観、地域活動のほか、社会インフラ、文化遺産、保健衛生等の社会
環境に関するものを含む

（２）規制所管省庁（環境省、経済産業省）の主張

『経産省令で示している環境影響評価項目は、事業者が参考とする項目であり、実際の事
業の環境影響評価においては、現行制度でも、関係者の意見を踏まえ、方法書の作成に
おいて、事業の実態に即した項目を事業者が選定することとしている。』

『現時点で法に基づくすべての環境アセスメント手続を実施した上で運用開始した事例は
ない。今後、事例が積み上がった段階で、風力発電所の環境影響の実態を把握していく
ことが必要。』

国際先端テスト
検討結果

・風力発電における環境アセスメント手続では、一般的な風力発電事業に伴い影響を受け

る恐れがあるとされる事項を、事業者が実際の環境影響評価を行う際に参考とするべき項

目として定めている。

・事業者は実際の手続において、この参考項目を勘案しつつ、手続を進めることとなるが、

これについて、他の事業と比較して環境影響が相当低い項目が含まれているため、風力発

電事業の所要期間の長期化や費用負担の一因となっているとの指摘がある。

②風力発電における環境アセスメント手続の迅速化

規制の概要・課題

【規制改革会議の意見】

○風力発電における環境アセスメントの見直しについては、省庁意見のとおり、未だ事例が少な
いことから、まずは環境影響の実態を把握していくことが必要である。

○その上で、そのあり方について、環境や地元に配慮しつつ風力発電の立地が円滑に進められ
るよう、必要な対策を検討していくべきである。

○その際、国際先端テストの結果については、今後の制度設計の参考とすべきである。
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【規制所管省庁の回答（概要）】

（１）諸外国の状況（フランス、イタリア、英国、ドイツ、米国、韓国と比較）

・フランス、イタリアでは、Ｂ免許（18歳以上）＋職業資格（21歳以上）であり、経験年
数の要件はない。

・英国（ロンドン）では、Ｂ免許（18歳以上）＋21歳以上＋資格試験の合格が要件とされ
ている。

・ドイツ（フランクフルト）では、Ｂ免許（18歳以上）＋21歳以上＋２年以上の運転経験
が要件とされている。

・米国（イリノイ州）では、クラスＤ免許（16歳以上）のみとされている。

・米国（ワシントンＤＣ）では、クラスＤ免許（17歳以上）のみとされている。

・韓国では、普通第二種免許（18歳以上）＋１年間の運転経験＋タクシー運転資格（20歳
以上）が要件とされている。

・英国、ドイツ、米国については、都市・州ごとに異なる制度がとられている。

（２）規制所管省庁（警察庁）の主張

『旅客自動車の運転資格の要件として、我が国と同じように年齢や運転経験を求めている
国が一般的である。』

『交通事故率が低い欧州諸国では、旅客自動車の運転者に求められる運転資格は厳格であ
り、タクシーについては21歳以上という要件が定められているケースがある。』

『旅客自動車の運転資格として、一定の年齢や運転経験を要件として、旅客を始めとした
交通安全の確保を図るという我が国の制度は、他の主要国の制度と整合的である。』

『資格要件が比較的緩やかな米国及び韓国の交通死亡事故率を見ると、国際道路交通事故
データベース（IRTAD）において30カ国のうち、カンボジアとともにワースト３となって
おり、安全の観点からは、我が国が範として追求すべき国とは言えない。』

国際先端テスト
検討結果

・タクシー運転者等旅客自動車運転の際、取得が義務付けられている第二種自動車免許の

受験資格には、21歳かつ普通免許等保有３年以上という、形式的な年齢・免許保有年数に

より一律に受験資格を制限する要件がある。

③第二種自動車免許の受験資格の要件緩和

規制の概要・課題

【規制改革会議の意見】

○全世界共通の年齢・経験年数要件は存在せず、各国・各都市・各州においてそれぞれの社会
情勢や安全性に与える影響その他の事情などを考慮して要件が定められているものと考えら
れる。

○したがって、日本でタクシー等を運転する際に取得が義務付けられている第二種自動車免許の
受験要件については、日本固有の事情を十分に勘案し、年齢の引下げと経験年数の短縮につ
いて検討すべきである。

○その際、国際先端テストの結果については、今後の制度設計の参考とすべきである。
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【規制所管省庁（厚生労働省（旅館業法所管））の回答（概要）】
（１）諸外国の状況

＜民泊の対象物件（家主居住／不在などの条件）＞

○ パリ：貸し出そうとする住居が貸主の居住の本拠（年間８か月以上居住）である場合は届出等の
必要なし。（それ以外は自治体への届出等）

○ ハンブルク：住宅の所有者又は使用権者が１年のうち４か月以上当該住宅を使用することを条件
に、その住居空間の５０％未満を観光客に有償で貸し出すことができる。

○ サンノゼ：貸家の借受人が又貸しする場合で、この借受人が貸家に住んでいない場合には、又貸
し期間は１８０日を超えてはならない。

○ ニューヨーク：３戸以上の共同住宅では、居住者が不在の場合に、３０日未満の短期滞在は違法。

＜住居の転用許可（利用用途の変更）＞

○ ロンドン：住居を一時宿泊施設として使用する日数が年間９０泊以内の場合には転用許可は不要。

○ ニューヨーク：共同住宅以外の建築物であっても、許可なしに使用用途の変更はできず、短期滞
在は違法となる。

＜近隣の同意・告知＞

○ アムステルダム：近隣の同意を得ることが必要。

＜貸出期間・宿泊人数＞

○ ロンドン：住居を一時宿泊施設として使用する日数が年間９０泊以内の場合には転用許可は不要。
○ アムステルダム：貸出期間は年間６０日まで、同時の宿泊者は４人まで。
○ ナッシュビル：一度に４部屋以上の貸出禁止。
＜構造・安全基準＞
○ バルセロナ：貸主は宿泊施設（住居）のメンテナンスを行うこと。

○ アムステルダム：防火対策をしていることが必要。

＜行政機関等への情報提供＞

○ ハンブルク：当局から照会のあった所有者、使用権者は、求めがあった場合には仲介事業者等に
その事実を伝えなければならない。

○ サンノゼ：貸家の借受人が又貸しする場合で、借受人が市外に出る場合には連絡先登録が必要。

（２）「民泊サービス」のあり方に関する検討会（事務局：厚生労働省・観光庁）の意見

『制度の見直しを検討する際には、主に以下の３点に留意すべきであると考える。①衛生管理面、

テロ等悪用防止の観点から、宿泊者の把握を含む管理機能が確保され、安全性が確保されること。

②地域住民とのトラブル防止、宿泊者とのトラブル防止に留意すべきこと。③観光立国を推進する

ため、急増する訪日外国人旅行客の宿泊需要や、空きキャパシティの有効活用等地域活性化などの

要望に応えること。』

『「民泊サービス」を一律に捉えるのではなく、その形態や特性に応じて、検討する必要がある。』

国際先端テスト
検討結果

インターネットを通じ宿泊者を募集する一般住宅、別荘等を活用した民泊サービスについては、

実態が先行し、必要な旅館業の許可を得ていない事例が多くみられるとの指摘もあり、政府として、

早急に適切なルールを策定し、推進していくことが必要である。

④ 民泊サービスにおける規制改革

規制の概要・課題

【規制改革会議の意見】

○ 民泊サービスの円滑な推進のため、新たな規制の在り方や、安全・安心の確保、外部不経済へ

の対応などの重要な課題を検討するに当たっては、海外の事例を参考とすることが有用。

○ その際、国際先端テストの結果については、今後の制度設計の参考とすべきである。
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 W
al

es
) 

(
A
me

nd
me

nt
)R

eg
ul

at
io

n

s
 
20
07
 

G
e
s
e
t
z
 
ü
be
r
 
d
i
e 

U
m
w
e
l
t
v
e
rt
r
ä
 

g
l
i
c
h
k
e
i
ts
p
r
ü
f
un
g
 

(
U
V
P
G
)
 

2
4
/
2
/
2
0
1
0,
T
i
t
l
e
 2
,
§

3
&
 
A
n
n
e
x
 1
 

D
é
c
r
e
t
 n
o
 2
0
1
1
-
9
84
 d
u 

2
3
 
a
o
û
t
 
20
1
1
 

m
o
d
i
f
i
a
n
t 
l
a
 

n
o
m
e
n
c
l
a
tu
r
e
 
d
es
 

i
n
s
t
a
l
l
a
ti
o
n
s
 

c
l
a
s
s
é
e
s
 

N
O
R
:
D
E
V
P
11
1
5
3
2
1D
 

「
風

力
発

電
に

お
け

る
環

境
ア

セ
ス

メ
ン

ト
の

規
模

要
件

の
見
直

し
」
関

連
 

○
風

力
発

電
所

に
対

す
る

環
境

ア
セ

ス
メ

ン
ト

の
規

模
要

件
は

ど
の

よ
う

に
設

定
さ

れ
て

い
る

か
。

 

ス
ク

リ
ー

ニ
ン

グ
に

よ
り

個
別

に
要

否
を

判
断

す
る

も
の
 

7
,
5
0
0
k
W
以

上
1
万

k
W

未
満
の
も
の
（
第

２
種
事

業
）
 

５
万

k
W
以
下

の
も
の

は

す
べ

て
簡
易
的

な
ア

セ

ス
メ

ン
ト
を

実
施
し

、
環

境
に
重
大
な
影
響
を
与
え

て
し
ま
う
と
判
断
さ
れ
た

場
合
は
、
詳
細
な
ア
セ
ス

メ
ン
ト
を
実
施
 

・
３

基
※
以

上
又

は
ハ
ブ

高
さ
（

地
面
か
ら
風
車

ロ
ー

タ
中
心

ま
で
の

高
さ

）
が

1
5m

を
超
え

る
も

の
は

、
地
方
自
治

体
が

ス
ク
リ

ー
ニ
ン

グ
に

よ
り
判

断
 

・
５

万
k
W
以

上
の
も
の

は
、
電

気
法
に

基
づ
き

貿
易

産
業
大

臣
が
ス

ク
リ

ー
ニ
ン

グ
に
よ

り
判

断
 

 

・
全
体
の
高
さ

5
0
m
以
上

か
つ
３

※
～
５
基
の
も

の
は
簡
易
的
な
ス
ク

リ
ー
ニ
ン
グ
に
よ
り

判
断
 

・
全
体
の
高
さ

5
0
m
以
上

か
つ
６
～
19

基
の
も

の
は
一
般
的
な
ス
ク

リ
ー
ニ
ン
グ
に
よ
り

判
断
 

 

設
定
な
し
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実
施

が
必

須
な
も
の
 

１
万

kW
以
上
の

も
の
（
第

１
種
事
業
）
 

５
万

k
W
を
超

え
る
も

の
 

設
定

な
し
 

全
体
の
高
さ

5
0
m
以
上

か

つ
2
0
基
以
上
の
も
の
 

す
べ
て
の
風
力
発
電
所

が
対
象
 

（
た
だ
し
①
タ
ワ
ー
の

高
さ
（
ナ
セ
ル
を
含
ま
な

い
）
が

5
0
m
を
超
え
る
の

も
の
②
高
さ

1
2
m
以
上

5
0
m
未
満
の
風
車
が
１
基

以
上
含
ま
れ
か
つ
総
出

力
が
２
万

k
W
以
上
の
も

の
 

以
外
は
簡
易
的
な

ア
セ
ス
メ
ン
ト
を
実
施
）
 

「
風

力
発

電
に

お
け

る
環

境
ア
セ
ス

メ
ン
ト

手

続
き

の
迅
速

化
」
関

連
 

○
風

力
発

電
所

に
対

す
る
環

境

ア
セ

ス
メ

ン
ト

は
ど

の
よ

う
な

評
価

項
目

が
選

定
さ

れ
て

い
る

か
。
 

 

一
般

的
な

事
業

に
伴

う

環
境

影
響

の
お

そ
れ

が

あ
る
と
さ
れ

る
項
目
（

参

考
項

目
）

を
示

し
て

お

り
、
一
般
的
な

事
業
と

の

相
違
を
把
握

し
た
上

で
、

参
考

項
目

を
勘

案
し

つ

つ
個

別
事

業
ご

と
に

ス

コ
ー

ピ
ン

グ
に

よ
り

項

目
を
選
定
す

る
。
 

（
発
電
所
省
令

）
 

参
考
項
目
：
大

気
質
、
騒

音
等
、
水
環
境

、
風
車

の

影
等
、
動
物
、
植
物

、
生

態
系
、
景
観
、
人

と
自

然

と
の

触
れ

合
い

の
活

動

の
場
、
廃
棄
物

等
 

個
別

事
業
ご

と
に
ス

コ

ー
ピ

ン
グ
に

よ
り
項

目

を
選

定
す
る

。
 

（
例

）
 

大
気

質
、
騒
音
等

、
水

環

境
、
動

物
、
植

物
、
景
観
、

地
域

活
動

、
廃

棄
物
の

ほ

か
、
土

地
利
用

、
社
会

イ

ン
フ

ラ
、
文
化

遺
産
等

の

社
会

環
境
に

関
す
る

も

の
を

含
む
 

（
A
l
t
a
‐

Oa
k
 
C
r
ee
k
 

M
o
j
a
v
e
 
P
ro
j
e
c
t
の

事

例
）
 

個
別

事
業
ご

と
に
ス
コ

ー
ピ

ン
グ
に

よ
り
項
目

を
選

定
す
る

。
 

（
例

）
 

大
気

質
、
騒
音
等

、
風
車

の
影

等
、
動

物
、
植
物
、

景
観

の
ほ
か

、
土
地
利

用
、
社

会
イ
ン

フ
ラ
、
文

化
遺

産
、
保
健

衛
生
等
の

社
会

環
境
に

関
す
る
も

の
を

含
む
 

（
Y
e
l
v
e
r
to
f
t
 
W
in
d
 

F
a
r
m
の

事
例

）
 

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
に
よ
り

示
さ
れ
た
項
目
を
基
に
、

個
別
事
業
ご
と
に
ス
コ

ー
ピ
ン
グ
に
よ
り
項
目

を
選
定
す
る
。
 

（
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
）
 

大
気
質
、
騒
音
等
、
水
環

境
、
風
車
の
影
等
、
動
物
、

植
物
、
景
観
、
廃

棄
物
の

ほ
か
、
文
化
遺
産
、
保
健

衛
生
等
の
社
会
環
境
に

関
す
る
も
の
を
含
む
 

（
E
n
v
i
r
o
nm
e
n
t
a
l 
a
n
d
 

n
a
t
u
r
e
-
f
ri
e
n
d
l
y 
u
s
e
 

o
f
 
w
i
n
d
 
en
e
r
g
y
 i
n
 

G
e
r
m
a
n
y
 
(o
n
s
h
o
re
)
 

2
0
0
5
）
 

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
に
よ
り

示
さ
れ
た
項
目
を
基
に
、

個
別
事
業
ご
と
に
ス
コ

ー
ピ
ン
グ
に
よ
り
項
目

を
選
定
す
る
。
 

（
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
）
 

騒
音
等
、
水
環
境
、
風
車

の
影
等
、
動
物
、
植
物
、

景
観
、
地
域
活
動
の
ほ

か
、
社
会
イ
ン
フ
ラ
、
文

化
遺
産
、
保
健
衛
生
等
の

社
会
環
境
に
関
す
る
も

の
を
含
む
 

（
M
E
E
D
D
M
ガ
イ
ド
ラ
イ

ン
）
 

※
１
基
当
た
り

1
,
5
0
0
k
W
（
日
本
に
お
け
る

2
0
1
4
年
度
の
全
国
平
均
規
模
）
と
す
る
と
３
基
で

4
,
5
0
0
k
W
、
４
基
で

6
,
0
0
0
k
W
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 （
２

）
日
本
の

現
行

制
度
の

必
要

性
 

①
環

境
影

響
評

価
法

は
、

一
定

の
手

続
の

履
行

に
よ

り
、

事
業

者
に

お
い

て
自

主
的

に
環

境
保

全
上

の
適

正
な

配
慮

が
な
さ

れ
る

こ
と
を
期

す
る

も
の

で
あ

る
。
法

に
お

け
る

風
力

発
電

所
の
対

象
規
模

は
、

騒
音

・
低
周

波
音
や

動
植

物
へ

の
環
境

影
響
が

生
じ

て
い

る
実
態

を
踏
ま

え
規

定
し
た
も

の
で

あ
り

、
現

在
に

お
い

て

も
、

環
境

影
響

評
価

法
に
基

づ
く
大

臣
意

見
等

で
こ
れ

ら
の
環

境
影

響
へ

の
配
慮

を
求
め

て
い

る
。

環
境
や

地
元
に

配
慮

し
つ
つ
風

力
発

電
の

立
地

が
円

滑
に

進

め
る
た
め
に
も
、
環
境
ア
セ
ス
メ
ン
ト
を
通
じ
環
境
の
保
全
に
つ
い
て
適
正
な
配
慮
が
な
さ
れ
る
こ
と
を
確
保
す
る
こ
と
が
必
要
。
 

②
経

産
省

令
で

示
し

て
い

る
環

境
影

響
評

価
項

目
は

、
事

業
者

が
参

考
と

す
る

項
目

で
あ

り
、

実
際

の
事

業
の

環
境

影
響
評

価
に

お
い
て
は

、
現

行
制

度
で

も
、
関

係
者
の
意
見
を
踏
ま
え
、
方
法
書
の
作
成
に
お
い
て
、
事
業
の
実
態
に
即
し
た
項
目
を
事
業
者
が
選
定
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
。
 

 （
３

）
制
度
の

廃
止

・
見
直

し
を

検
討
す

る
に

当
た
り

留
意

す
べ
き

と
考

え
る
点

 

①
以
前
は
、
N
E
D
O
が
作
成
し
た
マ
ニ
ュ
ア
ル
に
よ
る
自
主
的
な
環
境
ア
セ
ス
メ
ン
ト
が
実
施
さ
れ
て
い
た
が
、
住
民
の
意
見
聴
取
手
続
や
方
法
書
・
評
価
書
案
の
縦

覧
を
行
っ
て
い
な
い
な
ど
の
課
題
が
あ
っ
た
た
め
、
平
成
2
4
年
1
0
月
か
ら
法
対
象
と
な
っ
た
。
な
お
、
規
模
要
件
の
設
定
に
当
た
っ
て
は
、
日
本
風
力
発
電
協
会

等
か
ら
の
ヒ
ア
リ
ン
グ
や
環
境
影
響
に
関
す
る
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
な
ど
を
行
い
、
中
央
環
境
審
議
会
に
お
い
て
議
論
し
た
結
果
を
基
に
定
め
て
い
る
。
 

②
現

時
点

で
法

に
基

づ
く

す
べ

て
の

環
境

ア
セ

ス
メ

ン
ト

手
続

を
実

施
し

た
上

で
運

用
開

始
し

た
事

例
は

な
い

。
今

後
、
事

例
が

積
み
上
が

っ
た

段
階

で
、

風
力
発

電
所
の
環
境
影
響
の
実
態
を
把
握
し
て
い
く
こ
と
が
必
要
。
 

③
事

業
者

か
ら

は
、

環
境

ア
セ

ス
メ

ン
ト

の
手

続
に

長
期

間
を

要
し

負
担

と
な

っ
て

い
る

こ
と

が
指

摘
さ

れ
て

い
る

。
一
方

で
、

環
境
ア
セ

ス
メ

ン
ト

の
手

続
を
通

じ
、
事
業
者
に
と
っ
て
も
、
住
民
等
の
理
解
が
進
み
事
業
が
促
進
さ
れ
る
効
果
が
期
待
さ
れ
る
。
 

④
平
成

2
7
年

7
月
に
策
定
さ
れ
た
エ
ネ
ル
ギ
ー
ミ
ッ
ク
ス
に
お
い
て
は
、
2
0
3
0
年
時
点
の
風
力
発
電
の
導
入
見
込
み
量
は

1
8
2
億

k
W
h（

設
備
容
量
で
陸
上

9
1
8
万

k
W
、
洋
上

8
2
万

k
W
）
。
現
在
、
既
に
導
入
さ

れ
て
い
る
約

2
7
0
万

k
W
に
、
環
境
ア
セ
ス
メ
ン
ト
中
も

し
く
は
環
境
ア
セ
ス
メ
ン
ト
が
終
了
し
た
案
件
（
運
転
開
始

前
）
全
国
約

5
2
0
万

k
W
を
合
計
す
る
と
全
国
で
約

7
9
0
万

k
W
と
な
る
（
環
境
ア
セ
ス
メ
ン
ト
の
手
続
き
等
の
過
程
で
、
事
業
の
規
模
等
に
つ
い
て
は
変
更
の
可

能
性
が
あ
る
。
）
。
 

⑤
国
に
お
い
て
は
、
平
成

2
4
年
か
ら
取
り
組
ん
で
い
る
環
境
ア
セ
ス
メ
ン
ト
の
迅
速
化
を
着
実
に
進
め
る
と
と
も
に
、
環
境
ア
セ
ス
メ
ン
ト
の
あ
り
方
に
つ
い
て
は
、

環
境
や
地
元
に
配
慮
し
つ
つ
風
力
発
電
の
立
地
が
円
滑
に
進
め
ら
れ
る
よ
う
、
環
境
省
・
経
済
産
業
省
両
省
で
必
要
な
対
策
を
検
討
し
て
い
く
こ
と
と
し
て
い
る
。
 

以
上
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③
 
第
二

種
自

動
車
免

許
の

受
験

資
格
の

要
件

緩
和
 

（
１

）
制
度
比

較
 

　
　

日
本

　
　

　
 
米

国
※

６

（
イ

リ
ノ

イ
州

）

ク
ラ

ス
Ｃ

免
許

（
1
8
歳

）
※

８

（
州

外
で

運
転

す
る

た
め

に
は

2
1
歳

）
ク

ラ
ス

Ｄ
免

許
（
1
6
歳

）
※

７

ク
ラ

ス
Ｃ

免
許

（
2
1
歳

）
※

1
0

　
　

韓
国

※
1
1

　
　

○
　

バ
ス

運
転

資
格

（
2

0
歳

）
○

　
 
１

年
間

の
運

転
経

験
　

　
＋

　
　

　
　

大
型

第
一

種
免

許
（
1

9
歳

）

ク
ラ

ス
Ｄ

免
許

（
1
7
歳

）
※

９

　 　
　

　
 
米

国
※

６

　
（

ワ
シ

ン
ト

ン
Ｄ

Ｃ
）

　
　

○
　

タ
ク

シ
ー

運
転

資
格

（
2

0
歳

）
　

　
○

 
１

年
間

の
運

転
経

験
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
＋

　
　

　
普

通
第

二
種

免
許

（
1

8
歳

）

　
　

○
　

バ
ス

運
転

資
格

（
2

0
歳

）
　

　
○

 
　

１
年

間
の

運
転

経
験

　
　

　
　

　
　

　
　

　
＋

　
　

　
 
普

通
第

一
種

免
許

（
1

8
歳

）

Ｄ
免

許
（
2
4
歳

）
※

３

＋
Ｃ

Ｐ
Ｃ

免
許

（
2
1
歳

）

B
免

許
（
1
8
歳

）
※

１

＋
Ｃ

Ｐ
Ｃ

免
許

（
2
1
歳

）
※

４

D
1
免

許
（
2
1
歳

）
※

２

＋
Ｃ

Ｐ
Ｃ

免
許

（
2
1
歳

）

　
　

○
　

普
通

免
許

等
の

運
転

免
許

　
　

○
　

 
３

年
間

の
運

転
経

験
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
＋

　
　

　
　

普
通

第
二

種
免

許
（
2

1
歳

）

　
　

○
　

普
通

免
許

等
の

運
転

免
許

　
　

○
　

 
３

年
間

の
運

転
経

験
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
＋

　
　

　
中

型
第

二
種

免
許

（
2

1
歳

）

　
　

　
　

　
○

　
普

通
免

許
等

の
運

転
免

許
　

　
　

　
　

○
　

 
３

年
間

の
運

転
経

験
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

＋
　

　
　

　
　

　
　

大
型

第
二

種
免

許
（
2

1
歳

）

Ｄ
免

許
（
2
4
歳

）
※

３

＋
Ｃ

Ｐ
Ｃ

免
許

（
2
1
歳

）

　
　

　
フ

ラ
ン

ス

　
　

ド
イ

ツ
※

６

（
フ

ラ
ン

ク
フ

ル
ト

）

　
　

　
　

　
　

B
免

許
（
1
8
歳

）
※

１

　
　

　
　

　
　

　
　

　
＋

　
　

　
　

○
　

2
1
歳

以
上

　
　

　
　

○
　

2
年

以
上

の
運

転
経

験

Ｄ
免

許
（
2
4
歳

）
※

３

＋
Ｃ

Ｐ
Ｃ

免
許

（
2
1
歳

）

　
　

英
国

※
６

　
　

（
ロ

ン
ド

ン
）

　
　

　
　

　
　

 
B

免
許

（
1
8
歳

）
※

１

　
　

　
　

　
　

　
　

　
＋

　
　

　
　

○
　

2
1
歳

以
上

　
　

　
　

○
　

資
格

試
験

の
合

格
　

　
　

　
（
平

均
受

験
期

間
約

３
年

）

D
1
免

許
（
2
1
歳

）
※

２

＋
Ｃ

Ｐ
Ｃ

免
許

（
2
1
歳

）

　
　

　
イ

タ
リ

ア
B

免
許

（
1
8
歳

）
※

１

＋
Ｃ

Ａ
Ｐ

免
許

（
2
1
歳

）
※

５

D
1
免

許
（
2
1
歳

）
※

２

＋
Ｃ

Ｐ
Ｃ

免
許

（
2
1
歳

）

Ｄ
免

許
（
2
4
歳

）
※

３

＋
Ｃ

Ｐ
Ｃ

免
許

（
2
1
歳

）

D
1
免

許
（
2
1
歳

）
※

２

＋
Ｃ

Ｐ
Ｃ

免
許

（
2
1
歳

）

2
9

1
0

1
7

９

1
7

９

1
7

９

1
7

９

定
員

定
員

1
6

1
6

1
5

1
0

1
7
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※
１

 
車

両
総

重
量

3.
5

ト
ン

以
下

、
運

転
者

の
ほ

か
に

８
人

以
下

の
人

員
を

運
送

す
る

よ
う

設
計

製
造

さ
れ

た
も

の
自

動
車

の
運

転
に

必
要

な
免

許
。

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

※
２

 
運

転
者

の
ほ

か
に

16
人

以
下

の
人

員
を

運
送

す
る

よ
う

設
計

製
造

さ
れ

、
そ

の
長

さ
が

8m
以

下
の

自
動

車
の

運
転

に
必

要
な

免
許

。
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

※
３

 
運

転
者

の
ほ

か
に

８
人

を
超

え
る

人
員

を
運

送
す

る
よ

う
設

計
製

造
さ

れ
た

自
動

車
の

運
転

に
必

要
な

免
許

。
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

※
４

 
Ｅ

Ｕ
に

お
け

る
職

業
運

転
者

証
明

制
度

（c
e
rt

if
ic

at
e
 o

f 
pr

o
fe

ss
io

na
l 
c
o
m

pe
te

nc
e
 :
 C

P
C

）
。

貨
物

や
旅

客
の

運
送

に
従

事
す

る
運

転
者

の
要

件
と

さ
れ

、
取

得
に

は
28

0
時

間
の

訓
練

等
が

必
要

。
 

※
５

 
イ

タ
リ

ア
に

お
け

る
職

業
資

格
証

（
ce

rt
if
ic

at
o
 d

i 
ab

ili
ta

zi
o
ne

 p
ro

fe
ss

io
na

le
）
。

 

※
６

 
タ

ク
シ

ー
に

つ
い

て
は

都
市

・
州

ご
と

に
異

な
る

制
度

が
と

ら
れ

て
い

る
場

合
が

多
い

。
 

※
７

 
車

両
総

重
量

7.
3

ト
ン

未
満

、
乗

車
定

員
16

人
以

下
の

自
動

車
の

運
転

に
必

要
な

免
許

。
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

※
８

 
車

両
総

重
量

7.
3

ト
ン

以
上

11
.8

ト
ン

未
満

で
乗

車
定

員
16

人
以

上
の

自
動

車
の

運
転

に
必

要
な

免
許

。
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

※
９

 
車

両
総

重
量

11
.8

ト
ン

未
満

、
乗

車
定

員
16

人
以

下
の

自
動

車
の

運
転

に
必

要
な

免
許

。
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

※
10

 
車

両
総

重
量

11
.8

ト
ン

未
満

で
乗

車
定

員
16

人
以

上
の

自
動

車
の

運
転

に
必

要
な

免
許

。
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

※
11

 
韓

国
に

お
い

て
は

第
一

種
免

許
が

第
二

種
免

許
よ

り
も

上
位

の
免

許
と

さ
れ

て
い

る
。
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（
２

）
日
本
の

現
行

制
度
の

必
要

性
 

○
 
自

動
車

等
の

運
転

は
、

そ
れ

自
体

危
険

を
伴

う
行
為
で

あ
る

こ
と

か
ら

、
運

転
技

能
や

事
故

実
態

等
に
照
ら

し
、

運
転

免
許

が
区
分

さ
れ
て

い
る

。
第

二
種
免

許
に
つ
い
て
は
、
 

 
・
 
旅
客
自
動
車
の
運
転
者
は
一
般
に
一

日
の
走
行
量
及
び
輸
送
人
員
が
多
い
こ
と
 

 
・
 
旅
客
自
動
車
の
運
転
者
は
乗
客
の
指

示
に
よ
る
急
な
方
向
転
換
等
に
対
応
す
る
た
め
、
通
常
よ
り
高
度
の
運
転
技
能
や
知
識
が
必
要
と
さ
れ
る
こ
と
 

 
・
 
旅
客
自
動
車
に
よ
る
事
故
は
多
く
の

人
命
を
損
な
い
か
ね
な
い
こ
と
 

等
を

踏
ま

え
、

他
人
の

生
命

を
預

か
る
旅

客
自
動

車
の

運
転

が
よ
り

安
全

に
行
わ

れ
る

よ
う
に

す
る

こ
と
を

目
的

と
し

て
、

第
一

種
免

許
よ

り
も
厳

格
な
要

件
が

設
け
ら
れ
て
い
る
。
 

○
 
こ
の
よ
う
に
厳
格
な
要
件
が
設
け
ら
れ

て
い
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
平
成

2
6
年
中
に
お
い
て
、
タ
ク
シ
ー
等
の
事
業
用
乗
用
車
（
特
殊
自
動
車
等
を
除
く
。
）

が
第
一
当
事
者
と
な
っ
た
交
通
事
故
件
数

は
、
１
億
走
行
キ
ロ
当
た
り
約

1
1
4
.
6
1
件
と
、
自
家
用
乗
用
車
（
特
殊
自
動
車
等
を
除
く
。
）
の
約

7
4
.
9
6
件
と
比
べ
、

約
1
.
5
倍
と
な
っ
て
い
る
。
 

 
 
ま
た
、
平
成

2
7
年
中
の
交
通
事
故
死
亡
者
数
は

4
,
1
1
7
人
と
、
前
年
比
４
人
増
と
な
り
、
1
5
年
ぶ
り
の
増
加
に
転
じ
、
第
９
次
交
通
安
全
基
本
計
画
に
お
い
て

掲
げ
ら
れ
た
政
府
目
標
を
達
成
で
き
な
か
っ
た
。
さ
ら
に
、
同
年
中
に
お
け
る
タ
ク
シ
ー
の
死
亡
事
故
死
者
数
は

4
9
人
と
、
前
年
比
７
人
増
と
な
っ
て
い
る
。
 

 
 
以

上
の

よ
う

な
制

度
趣
旨
や

交
通

事
故

の
現

状
を
踏
ま

え
る

と
、

交
通

安
全
上
、

タ
ク

シ
ー

等
の

運
転
に
必

要
な

第
二

種
免

許
に
係

る
受
験

資
格

に
つ

い
て
は

現
在
の
水
準
を
維
持
す
る
必
要
が
あ
る
。
 
 

 （
３

）
制
度
の

廃
止

・
見
直

し
を

検
討
す

る
に

当
た
り

留
意

す
べ
き

と
考

え
る
点

 

○
 
受

験
資

格
の

緩
和

が
交

通
事

故
情

勢
に

与
え

る
負
の
影

響
の

見
極

め
が

必
要
で
あ

る
（

統
計

上
、

若
年
層
の

事
故

率
が

最
も

高
く
、

年
齢
・

経
験

を
重

ね
る

ご

と
に
交
通
事
故
率
は
低
下
す
る
。
）
。

 
○
 
主
要
国
で
も
、
受
験
資
格
に
つ
い
て
は

、
我
が
国
と
お
お
む
ね
同
水
準
又
は
そ
れ
以
上
で
あ
る
。

 
○
 
事
業
用
自
動
車
に
よ
る
事
故
実
態
が
改

善
し
て
い
な
い
現
状
に
お
い
て
、
受
験
資
格
を
緩
和
す
る
こ
と
に
つ
い
て
は
極
め
て
慎
重
な
検
討
が
必
要
で
あ
る
。

 
○
 
交

通
事

故
死

者
数

に
係

る
政

府
目

標
達

成
の

た
め
に
は

抜
本

的
な

交
通

安
全

対
策

が
必

要
で

あ
る

と
こ
ろ
、

交
通

事
故

死
者

数
を
増

加
さ
せ

か
ね

な
い

規
制
緩

和
に
つ
い
て
は
極
め
て
慎
重
な
検
討
が
必

要
で
あ
る
。

 
○
 
上

記
の

事
情

を
勘

案
し

、
受

験
資

格
を

見
直

す
こ
と
と

な
っ

た
場

合
で

あ
っ
て
も

、
新

た
に

基
準

を
設
定
す

る
た

め
の

調
査

研
究
の

実
施
や

実
効

的
な

安
全
担

保
措
置
に
つ
い
て
長
期
の
検
討
が
必
要
で
あ
る
こ
と
か
ら
早
期
に
結
論
を
得
る
こ
と
は
困
難
で
あ
る
。

 
○
 
身

体
適

性
、

技
能

及
び
知
識

に
係

る
試

験
で

は
測
れ
な

い
運

転
適

性
を

試
験
す
る

方
法

に
つ

い
て

は
、
こ
れ

を
測

定
す

る
方

法
に
関

す
る
科

学
的

知
見

の
今
後

の
更
な
る
発
展
に
つ
い
て
注
視
し
て
い
く
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。

 
以

上
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民
泊
サ
ー
ビ

ス
に
お

け
る
規

制
改
革

 
 

１
．

制
度
比

較
（
１

／
３

）
  

国
名

 

比
較

の
視
点

 
日

本
（
旅
館

業
法
関

係
）
 

イ
ギ
リ
ス
（

ロ
ン
ド

ン
）

 
フ

ラ
ン
ス
（

パ
リ
）
 

ス
ペ
イ
ン
（

バ
ル
セ

ロ
ナ
）
 

１
．
宿

泊
業
（
ホ
テ

ル

等
）
を

営
む
場
合
の

規

制
の

概
要

 

・
客
室
数
、
客
室
床
面
積
、
玄
関
帳
場
等

の
構

造
設

備
に
つ
い
て
、
旅
館
業
法
等
で
定
め
ら
れ
た

基
準
を

遵
守
す
る
必
要
が
あ
る
。
 

・
氏
名
、
住
所
、
職
業
等
を
記
載
し
た
宿
泊

者
名
簿

を
備
え
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

  

・
建

物
の
用

途
ご
と

に
防
火

、
耐

水
、
給

排
水

、
省

エ
ネ

等
の
基

準
が
あ

り
、
新

築
、
増

改
築

、
用

途
変

更
の

際
に
自

治
体
の

承
認
が

必
要
。
 

・
個

人
の

居
住

の
用
途

以
外
に

用
い
る
建

物
に

適
用

さ
れ

る
防
火

基
準
が

あ
る
（
一

時
的
な
宿

泊
施

設
と

し
て

の
使
用

に
も
適

用
さ
れ

る
。
）。

 

・
建

物
の
使

用
目
的

を
変
更

す
る
場

合
は

「
開

発
」

と
見

な
さ
れ

、
自

治
体

か
ら
の

事
前
の
転

用
許

可
が

必
要

。
ロ

ン
ド

ン
で
は

こ
の
運

用
に
当
た

り
、
一

般

住
宅

の
一
時

的
な
宿

泊
施
設

と
し
て

の
使

用
も
「

開

発
」

と
見
な

す
こ
と

が
規
定

さ
れ
て

い
る

。
 

・
宿

泊
業
の

み
を
対
象
と
し
た
も
の
で
は
な
い
が
、

建
築

や
事
業

用
途
変
更
等
に
当
た
っ
て
は
、
都
市
計

画
の

観
点
か

ら
許
認
可
が
必
要
と
な
る
。
ま
た
、
ホ

テ
ル

に
つ
い

て
は
公
衆
受
入
施
設
と
さ
れ
、
建
物
内

の
安

全
性
の

観
点
か
ら
、
構
造
、
避
難
設
備
、
消
火

設
備

等
に
係

る
安
全
記
述
書
を
建
築
許
可
申
請
に

当
た

り
提
出

す
る
必
要
が
あ
る
。
 

・
宿
泊
業
を
営
む
場
合
に
は
、
基
準
に
適
合
し
た
報

告
書
を
提
出
し
、
カ
タ
ル
ー
ニ
ャ
州
政
府
の
観
光
登

録
を
得
る
必
要
が
あ
る
（
こ
れ
に
基
づ
き
自
治
体
が

認
可
す
る
。）
。
衛
生
基
準
、
避
難
経
路
等
に
関
す
る

規
定
の
ほ
か
、
営
業
形
態
に
よ
り
部
屋
数
、
広
さ
、

部
屋
設
備
（
風
呂
・
テ
レ
ビ
等
）
、
施
設
設
備
（
プ

ー
ル
等
）
の
規
定
が
あ
る
。
 

・
観
光
宿
泊
施
設
の
場
合
に
は
、
一
般
住
宅
よ
り
厳

し
い
建
築
基
準
と
防
火
基
準
が
あ
り
、
基
準
を
満
た

す
必
要
が
あ
る
。
 

・
立
地
規
制
に
つ
い
て
は
、
自
治
体
レ
ベ
ル
の
都
市

計
画
を
遵
守
す
る
必
要
が
あ
る
。
 

２
．
民

泊
に
関
連
し

た

貸
主

に
対
す

る
規
制
 

・
い
わ
ゆ
る
民
泊
の

う
ち
「
施
設
を
設
け

、
宿

泊
料

を
受
け
て
、
人
を
宿
泊
さ
せ
る
営
業
」
に

該
当

す
る

も
の
は
、
旅
館
業
と
し
て
旅
館
業
法
の
規
制

を
受
け

る
。
 

・
平
成

28
年

4
月

1
日
よ
り
、
旅
館
業

法
施

行
令

に
規

定
す

る
簡

易
宿

所
の

延
床

面
積

の
基

準
を

緩

和
し
、
民
泊
サ
ー
ビ
ス
を
行
う
者
が
旅
館
業

法
の
許

可
を
取
得
し
や
す
い
仕
組
み
と
し
た
。
 

・
な
お
、
国
家
戦
略
特
区
法
に
基
づ
く
外
国

人
滞
在

施
設

経
営

事
業

と
し

て
行

わ
れ

る
も

の
に

つ
い

て

は
、
旅
館
業
法
の
適
用
が
除
外
さ
れ
る
。

 

  

・
１

の
と

お
り

ロ
ン
ド

ン
で
は

転
用
許
可

が
必

要
と

さ
れ

て
き
た

が
、
２
０

１
５
年

３
月
に
、
住

居
を

一

時
宿

泊
施
設

と
し
て

使
用
す

る
日
数

が
年

間
９

０

泊
以

内
の
場

合
に
は

転
用
許

可
を
要

し
な

い
こ

と

と
す

る
法
改

正
が
行

わ
れ
た

。
 

・
こ

の
特

例
措

置
に
関

し
、
実

施
に
当
た

っ
て

の
ト

ラ
ブ

ル
が
あ

る
場
合

に
は

、
ロ

ン
ド
ン
内

の
自

治
体

は
適

用
を
除

外
す
る

こ
と
が

可
能
。
 

・
い

わ
ゆ
る
民
泊
に
つ
い
て
は
、
「
観
光
用
家
具
付

住
居

」
と

し
て
、
住
宅
の
所
在
す
る
自
治
体
に
対
し

届
出

が
必
要
。
貸
し
出
そ
う
と
す
る
住
居
が
パ
リ
市

や
２

０
万
人
以
上
が
居
住
す
る
市
等
で
あ
る
場
合

は
、
上

記
の
届
出
に
加
え
て
、
利
用
形
態
変
更
の
許

可
が

必
要
。
 

・
た

だ
し

、
貸

し
出
そ
う
と
す
る
住
居
が
貸
主
の
居

住
の

本
拠
（
年
間
８
ヶ
月
以
上
居
住
）
で
あ
る
場
合

は
届

出
等
の

必
要
な
し
。
 

・
外

国
人

を
宿
泊
さ
せ
る
場
合
に
は
、
到
着
時
に
氏

名
、
連

絡
先
等
を
登
録
さ
せ
る
と
と
も
に
、
６
ヶ
月

間
の

保
存
が

必
要
。
 

・
上
記
の
ホ
テ
ル
等
に
対
す
る
基
準
は
適
用
さ
れ
な

い
が
、
家
主
に
対
し
、
地
元
自
治
体
の
許
可
を
得
る

こ
と
、
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
と
利
用
者
へ
の
サ
ー
ビ
ス
保

証
を
行
う
こ
と
、
利
用
者
の
身
分
証
の
登
録
と
警
察

へ
の
情
報
提
供
を
行
う
こ
と
を
義
務
づ
け
て
い
る
。
 

・
バ
ル
セ
ロ
ナ
市
の
調
査
員
が
戸
別
訪
問
し
違
法
な

ア
パ
ー
ト
の
閉
鎖
等
を
行
っ
て
い
る
。
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国
名

 

比
較

の
視
点

 
日

本
（
旅
館

業
法
関

係
）
 

イ
ギ
リ
ス
（

ロ
ン
ド

ン
）

 
フ

ラ
ン
ス
（

パ
リ
）
 

ス
ペ
イ
ン
（

バ
ル
セ

ロ
ナ
）
 

３
．
民

泊
に
関
連
し

た

仲
介

事
業

者
に

対
す

る
規

制
 

  

・
な

し
 

・
パ

リ
市

は
滞
在
税
（
民
泊
の
場
合
は
一
人
一
泊
ご

と
に

０
．
８
３
ユ
ー
ロ
）
に
つ
い
て
、
２
０
１
５
年

１
０

月
か
ら
、
Ai
rb

nb
社
が
仲
介
す
る
も
の
に
つ

い
て

同
社
が

納
付
の
代
行
を
行
っ
て
い
る
。
（
本
来

は
滞

在
税
は

宿
泊
施
設
が
自
治
体
に
対
し
納
付
す

る
義

務
を
負

う
）
 

・
な
し
 

４
．
問

題
と
な
っ
て

い

る
こ

と
・
訴
訟
事
例

等
 

・
本
来
必
要
な
旅
館
業
法
の
許
可
を
得
て
い

な
い
違

法
な
「
民
泊
サ
ー
ビ
ス
」
が
広
が
っ
て
い

る
。
 

・
民
泊

サ
ー
ビ
ス
の
普
及
に
伴
う
、
地
域
住

民
等
と

の
ト
ラ
ブ
ル
が
生
じ

て
い
る
。
 

 

 
・
パ

リ
市

マ
レ
地
区
に
お
い
て
、
騒
音
等
に
関
す
る

苦
情

が
相

次
い

だ
こ

と
か

ら
、

Ai
r
bn
b
社

を
介

し

て
賃

貸
が

行
わ

れ
て

い
る

８
０

軒
の

住
宅

を
対

象

に
適

正
使
用
に
か
か
る
調
査
が
行
わ
れ
た
。
 

・
違

法
な

又
貸
し
事
案
に
つ
い
て
、
賃
貸
借
契
約
の

破
棄

と
不

当
収

入
の

支
払

い
を

求
め

る
訴

訟
が

あ

っ
た

。
→
不
当
収
入
の
一
部
支
払
い
命
令
。
 

・
海
岸
地
域
に
民
泊
用
の
ア
パ
ー
ト
が
集
中
し
て
お

り
、
利
用
客
の
マ
ナ
ー
に
関
し
苦
情
が
多
数
発
生
し

て
お
り
、
都
市
計
画
・
治
安
の
観
点
で
自
治
体
が
問

題
視
す
る
動
き
が
あ
る
。
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１
．
制
度
比

較
（
２

／
３

）
 

国
名

 

比
較
の
視
点

 
ド

イ
ツ
（
ハ

ン
ブ
ル

ク
）
 

オ
ラ
ン
ダ
（

ア
ム
ス

テ
ル
ダ

ム
）

 
オ

ー
ス
ト
ラ

リ
ア
 

（
Ｎ
Ｓ
Ｗ
州

、
Ｖ
Ｉ

Ｃ
州
、

Ｑ
Ｌ
Ｄ

州
）
 

カ
ナ
ダ

（
ト

ロ
ン
ト

）
 

１
．
宿

泊
業
（
ホ
テ

ル

等
）
を
営

む
場
合
の

規

制
の
概
要

 

・
ハ
ン
ブ
ル
ク
州
条
例
に
よ
り
、
経
営
者
に

は
、
商

業
登
録
証
明
、
納
税
証
明
等
が
求
め
ら
れ

る
。
 

・
宿
泊
施
設
内
の
経
営
者
及
び
第
三
者
の
寝

室
設
置

が
禁
止
さ
れ
て
い
る
ほ
か
、
廊
下
通
路
、
化

粧
室

の

数
、
部
屋
面
積
の
最
低
基
準
等
が
規
定
さ
れ

、
建

築

検
査
当
局
の
許
可
が
必
要
。
 

・
非
常
口
の
有
効
性
確
認
、
非
常
時
の
消

防
車

通
路

確
保
、
消
火
・
安
全
装
置
整
備
、
ア
ラ
ー
ム

設
置
義

務
（
１
２
床
以
上
の
宿
泊
施
設
）
等
が
規

定
さ

れ
て

い
る
。
 

・
こ
の
ほ
か
、
駐
車
場
設
置
義
務
、
閉
店

時
刻

の
規

定
等
が
あ
る
。
 

・
住
宅

法
に

よ
り
「

宿
泊
施

設
機
能

」
と

し
て

の
分

類
に

よ
り
構

造
安
全

性
及
び

火
災
安

全
性

が
規

定
。
 

・
具

体
的
に

は
、
消
火

器
、
煙

探
知
機
、
火

災
警
報

装
置

そ
の
他

の
設
備

を
有
し

て
い
る

こ
と

及
び

そ

の
安

全
性

、
扉

の
幅
、
身

体
障

害
者
が
ア

ク
セ

ス
で

き
る

建
物
で

あ
る
こ

と
等
が

規
定
さ

れ
て

い
る

。
 

・
各

州
法

に
よ
り
事
業
許
可
等
が
必
要
と
な
る
（
例

え
ば

NS
W
州

で
は
酒
類
法
に
基
づ
く
許
可
が
、
VI
C

州
で

は
公
衆

衛
生
法
に
基
づ
く
届
出
や
食
品
・
ギ
ャ

ン
ブ

ル
営
業

の
場
合
の
許
可
が
必
要
）。

ま
た
、
自

治
体

に
よ
り

建
築
基
準
、
都
市
計
画
上
で
の
許
可
が

必
要

。
 

・
建
築

物
の

構
造
に
つ
い
て
は
、
建
築
基
準
法
（
連

邦
レ

ベ
ル
）

に
よ
り
、
建
物
の
分
類
に
応
じ
て
構

造
・
防

火
要
件
が
規
定
。
一
般
住
宅
の
規
制
に
追
加

さ
れ

る
規
制

が
あ
る
（
エ
ネ
ル
ギ
ー
効
率
、
バ
リ
ア

フ
リ

ー
等
）
。
 

・
都
市

計
画

法
（
連
邦
レ
ベ
ル
）
で
は
自
治
体
レ
ベ

ル
で

の
環
境

計
画
の
作
成
が
必
要
と
し
て
い
る
。
宿

泊
施

設
に
関

す
る
立
地
規
制
が
規
定
さ
れ
た
場
合

に
は

、
個
別

に
当
局
か
ら
の
許
可
が
必
要
。
 

・
宿
泊
業
の
み
を
対
象
と
し
た
も
の
で
は
な
い
が
、
一

般
ビ
ジ
ネ
ス
と
し
て
事
業
番
号
登
録
、
土
地
区
画
、
建

築
等
各
種
許
可
、
食
品
取
扱
、
酒
類
販
売
ラ
イ
セ
ン
ス

等
が
必
要
。
 

・
建
物
の
構
造
に
つ
い
て
は
建
築
コ
ー
ド
法
、
防
火
に

つ
い
て
は
火
災
保
護
・
予
防
法
（
い
ず
れ
も
オ
ン
タ
リ

オ
州
法
）
に
よ
っ
て
規
制
。
 

・
立
地
に
つ
い
て
は
、
ト
ロ
ン
ト
市
条
例
に
よ
り
ホ
テ

ル
等
を
建
設
で
き
る
区
画
が
限
定
さ
れ
て
い
る
ほ
か
、

敷
地
面
積
の
指
定
、
駐
車
・
積
載
ス
ペ
ー
ス
の
確
保
等

が
規
定
さ
れ
て
い
る
。
 

・
同
州
で
は
ホ
テ
ル
業
に
は
、
上
記
な
ど
合
計
３
３
の

法
規
制
が
適
用
さ
れ
て
い
る
と
の
こ
と
。
 

２
．
民
泊

に
関
連
し

た

貸
主
に
対
す

る
規
制
 

・
２

０
１

３
年

に
ハ

ン
ブ

ル
ク

住
居

空
間

保
護

法

（
州
条
例
）
が
改
正
。
 

・
住
宅
の
所
有
者
、
使
用
権
者
が
１
年
の
う

ち
４
ヶ

月
以

上
当

該
住

宅
を

使
用

す
る

こ
と

を
条

件
に

そ

の
住

居
空

間
の

５
０

％
未

満
を

観
光

客
に

有
償

で

貸
し
出
す
こ
と
が
で
き
る
。
 

・
許
認
可
が
必
要
。
ま
た
、
当
局
か
ら
照
会

の
あ
っ

た
所
有
者
等
は
、
求
め
が
あ
っ
た
場
合
に

は
仲

介
事

業
者
、
広
告
主
に
そ
の
事
実
を
伝
え
な
け

れ
ば

な
ら

な
い
。
 

・
貸

出
期

間
は

年
間
６

０
日
ま

で
、
防
火

対
策

を
し

て
い

る
こ
と

、
同

時
の

宿
泊
者

は
４
人
ま

で
、
旅

行

税
を

支
払
う

こ
と

、
近

隣
の
同

意
を
得
る

こ
と

を
条

件
と

し
て
許

可
は
不

要
と
し

て
い
る

。
 

・
又

貸
し

の
場

合
は
住

居
の
所

有
者
か
ら

の
事

前
の

同
意

が
必
要

。
 

・
２

０
１

４
年

に
QL
D
州
法
及
び
ゴ
ー
ル
ド
コ
ー
ス

ト
市

条
例
が

改
正
さ
れ
、
州
法
で
は
パ
ー
テ
ィ
ー
利

用
の

た
め
の

短
期
貸
借
に
つ
い
て
自
治
体
が
禁
止

で
き

る
こ
と

を
規
定
し
、
市
条
例
に
よ
り
、
ゴ
ー
ル

ド
コ

ー
ス
ト

市
全
体
で
、
パ
ー
テ
ィ
ー
利
用
の
た
め

の
短

期
貸
借

を
禁
止
し
た
。
 

・（
ト
ロ
ン
ト
で
は
不
要
だ
が
）
州
内
の
自
治
体
に
よ
っ

て
は
、
B&
B（

オ
ー
ナ
ー
が
住
居
す
る
住
戸
で
一
般
旅
行

客
に
対
し
睡
眠
施
設
を
提
供
す
る
サ
ー
ビ
ス
）
を
営
む

場
合
に
事
業
許
可
が
必
要
。
一
方
、
自
宅
の
部
屋
を
短

期
間
賃
貸
す
る
こ
と
、
ア
パ
ー
ト
を
又
貸
し
す
る
こ
と

に
つ
い
て
は
こ
れ
に
該
当
し
な
い
と
一
般
的
に
理
解
さ

れ
て
い
る
。
 

・
州
法
に
よ
り
、
大
家
の
事
前
同
意
な
し
に
賃
借
中
の

家
屋
を
譲
渡
・
又
貸
し
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
。
ま
た
、

又
貸
し
料
金
と
し
て
大
家
に
支
払
う
家
賃
以
上
の
金
額

を
請
求
で
き
な
い
。
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国
名

 

比
較
の
視
点

 
ド

イ
ツ
（
ハ

ン
ブ
ル

ク
）
 

オ
ラ
ン
ダ
（

ア
ム
ス

テ
ル
ダ

ム
）

 
オ

ー
ス
ト
ラ

リ
ア
 

（
Ｎ
Ｓ
Ｗ
州

、
Ｖ
Ｉ

Ｃ
州
、

Ｑ
Ｌ
Ｄ

州
）
 

カ
ナ
ダ
（
ト

ロ
ン
ト

）
 

３
．
民
泊

に
関
連
し

た

仲
介

事
業

者
に

対
す

る
規
制

 

・
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
に
当
局
の
許
可
を
得
て

い
な
い

住
宅
の
広
告
を
掲
載
（
掲
載
準
備
を
含
む
）
し

て
は

な
ら
な
い
。
 

・
２

０
１
５

年
１
月

か
ら
ア

ム
ス
テ

ル
ダ

ム
市

は

A
ir
b
nb

社
と

旅
行

者
税
の

自
動
支

払
い
に

関
す

る

契
約

を
締
結

し
て
い

る
。
 

・
政

府
は

仲
介

事
業
者

に
対
す

る
規
制
に

つ
い

て
検

討
中

。
 

・
な

し
 

 

４
．
問
題

と
な
っ
て

い

る
こ
と
・
訴
訟
事
例

等
 

・
宿
泊
客
に
よ
る
騒
音
問
題
、
宿
泊
客
が

頻
繁

に
入

れ
替

わ
る

こ
と

に
つ

い
て

の
近

隣
か

ら
の

苦
情

が

発
生
し
て
い
る
。
 

 

・
民

泊
サ

ー
ビ

ス
に
よ

る
近
隣

の
不
快
・
迷

惑
行

為

は
調

査
当
局

に
報
告

で
き
る

こ
と
と

な
っ

て
い

る
。
 

・
調

査
当

局
に

お
い
て

受
け
る

住
宅
に
関

す
る

苦
情

は
年

々
増
加

し
て
い

る
（

２
０

１
４
年
に

は
１

，
６

７
５

件
。
）

中
で

も
又

貸
し

や
違

法
ホ

テ
ル

に
関

す

る
も

の
が
多

い
。
 

・
２

０
１

４
年

に
は
、
１

０
３

件
の
違
反

に
罰

金
が

科
さ

れ
、
１
，
２

８
０

件
の
家

屋
で
居
住

者
が

退
去

処
分

と
な
っ

た
。
 

・
構

造
や

立
地

規
制
に
つ
い
て
、
民
泊
を
行
う
際
に

改
め

て
占
有

許
可
、
開
発
許
可
を
要
す
る
か
と
い
う

点
に

つ
い
て

、
各
州
で
訴
訟
が
行
わ
れ
て
い
る
状
況

（
下

記
）
。
 

○
民

泊
と
建

築
基
準
法
上
の
住
居
と
の
区
別
（
建
築

基
準

法
に
よ

る
占
有
許
可
が
改
め
て
必
要
か
）
に
関

す
る

訴
訟
（

VI
C
州
）
 

→
占

有
許

可
の

必
要

な
し
（

最
高

裁
判
決

）
。
た

だ

し
、
差

し
戻
さ

れ
た
建
築
上
訴
委
員
会
に
て
、
所
有

者
に

煙
探

知
機

や
避

難
計

画
を

整
備

さ
せ

る
こ

と

で
和

解
。
 

○
民

泊
実

施
の

際
の

自
治

体
の

立
地

規
制

に
関

す

る
訴

訟
（

NS
W
州
）
 

→
短

期
賃

借
に

あ
た

り
改

め
て

開
発

許
可

が
必

要

（
州

裁
判
決

）
 

・
QL
D
州

で
の

州
法
制
定
を
機
に
、
他
州
も
同
様
の

検
討

の
動
き

が
あ
る
。
 

・
物

品
サ

ー
ビ
ス
税
の
支
払
い
の
観
点
か
ら
国
税
庁

も
問

題
視
し

て
い
る
。
 

・
又
貸
し
が
繰
り
返
さ
れ
た
こ
と
に
よ
る
ト
ラ
ブ
ル
（
貸

主
が

利
用

者
を

把
握

で
き

ず
ト

ラ
ブ

ル
に

な
っ

た
も

の
）
、
騒
音
、
破
壊
行
為
等
の
ト
ラ
ブ
ル
。
 

・
ホ
ス
ト
の
収
入
が
把
握
で
き
な
い
た
め
に
脱
税
に
つ

な
が
っ
て
い
る
、
住
宅
保
険
が
適
用
さ
れ
な
い
も
の
が

あ
る
等
の
批
判
が
あ
る
。
 

・
州
政
府
は
、
こ
れ
ら
新
型
ビ
ジ
ネ
ス
に
協
力
す
る
（
規

制
遵
守
の
円
滑
化
と
規
制
内
容
に
経
済
形
態
の
変
化
を

反
映
さ
せ
る
）
方
針
を
示
し
て
い
る
。
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１
．
制
度
比

較
（
３

／
３
）

 

国
名

 

比
較
の
視
点

 
ア

メ
リ
カ
①

（
ニ
ュ

ー
ヨ
ー

ク
）

 
ア

メ
リ
カ
②

（
ナ
ッ

シ
ュ
ビ

ル
）
 

ア
メ
リ
カ
③
（
サ
ン
フ

ラ
ン
シ

ス
コ
、
サ
ン
ノ

ゼ
） 

韓
国

 

１
．
宿
泊

業
（
ホ

テ
ル

等
）
を
営

む
場
合

の
規

制
の
概
要

 

・
宿
泊
業
を
開
始
す
る
に
当
た
っ
て
は
、
市

の
登
録

を
受
け
る
必
要
が
あ
る
。
ま
た
、
建
設
に
当

た
っ
て

は
、
州
、
市
当
局
か
ら
各
種
許
認
可
、
検
査
を

受
け

る
必
要
が
あ
る
。
 

・
ホ
テ
ル
に
つ
い
て
、
構
造
に
関
し
て
、
居

住
、
宿

泊
の
部
屋
を
仕
切
る
壁
に
関
す
る
規
定
が

、
防
火

に

関
し
て
、
出
入
口
・
警
報
器
等
の
掲
示
や

検
知

器
、

警
報
器
等
の
設
備
に
関
す
る
規
定
が
そ
れ

ぞ
れ

一

般
住
宅
の
規
定
に
加
え
て
規
定
さ
れ
て
い

る
。
 

・
ニ
ュ
ー
ヨ
ー
ク
市
で
ホ
テ
ル
の
建
設
が
認
め

ら
れ

る
の
は
、
商
業
地
域
の
大
部
分
、
工
業
地
域

の
一
部

の
ほ
か
、
住
居
地
域
で
市
の
許
可
を
得
て
認
め

ら
れ

る
ケ
ー
ス
も
あ
る
。
 

・
テ

ネ
シ

ー
州
法

等
に
よ

り
事
業

ラ
イ
セ

ン
ス

が
必

要
な

ほ
か
、

宿
泊
設

備
タ
イ

プ
、
保

健
規

則
が

規
 

定
さ

れ
て
い

る
。
 

・
ホ

テ
ル

や
B&
B
は

建
築

物
構
造

に
関
す

る
規

定
は

な
い

が
、
防

火
に
関

し
て
は

他
の
事

業
用

建
物
 

と
同

様
に
州

消
防
当

局
に
よ

る
定
期

検
査

が
義

務

づ
け

ら
れ
て

い
る
。
 

・
立

地
に

つ
い

て
は

、
都

市
圏
条

例
に
よ

り
商

業
用

建
物

と
同
様

に
適
用

さ
れ
る

。
 

・
カ

リ
フ
ォ

ル
ニ
ア
州
法
に
よ
り
ホ
テ
ル
の
権
利
と
義

務
に

つ
い
て

記
載
し
て
い
る
。
 

・
ホ
テ
ル
（
２
０
室
以
上
）
の
新
規
開
業
、
増
改
築

時
に
等
級
申
請
（
５
等
級
）
・
審
査
が
必
要
。
 

・
客
室
面
積
・
種
類
、
浴
室
の
広
さ
、
換
気
の
状
況
、

ネ
ッ
ト
接
続
等
設
備
、
フ
ロ
ン
ト
業
務
体
制
等
の
判

断
基
準
に
よ
り
韓
国
観
光
公
社
（
公
的
機
関
）
に
よ

り
等
級
の
評
価
が
さ
れ
る
。
 

２
．
民
泊

に
関
連

し
た

貸
主
に
対
す

る
規
制
 

・
２
０
１
０
年
に
州
法
が
改
正
さ
れ
、
居
住
を

目
的

と
し
た
共
同
住
宅
（
ク
ラ
ス

A）
で
は
、
連
続
３

０

日
以
上
の
居
住
が
求
め
ら
れ
る
こ
と
と
な

り
、
３

戸

以
上
の
共
同
住
宅
で
は
居
住
者
が
不
在
の

場
合

に
、

３
０
日
未
満
の
短
期
滞
在
は
違
法
と
な
っ

た
。
 

・
上
記
の
共
同
住
宅
以
外
の
建
築
物
で
あ
っ

て
も
、

市
条
例
に
よ
り
、
許
可
な
し
に
使
用
用
途
の

変
更
は

で
き
ず
、
短
期
滞
在
は
違
法
と
な
る
。
 

  

・
上

記
ホ
テ

ル
等
に

対
す
る

規
定
は

適
用

さ
れ

な

い
。
 

・
２

０
１

５
年

２
月

に
「

短
期
不

動
産
レ

ン
タ

ル
に

関
す

る
条
例

」（
ナ

ッ
シ

ュ
ビ
ル

市
）
が

制
定

。
大

家
（

貸
主
）

は
毎
年

市
か
ら

の
許
可

が
必

要
。
 

・
ま

た
、
一

度
に

４
部
屋

以
上
の

貸
出
禁
止

、
騒
音
・

食
事

の
提
供

場
所
規

制
、
利

用
代
表

者
の

年
齢

を
 

２
１

歳
以
上

と
す
る

等
規
定

さ
れ
て

い
る

。
 

・
サ

ン
フ
ラ

ン
シ
ス
コ
市
で
は
、
市
条
例
に
よ
り
、
物

件
所

有
者
は

短
期
賃
貸
物
件
と
し
て
市
に
届
出
を
行
う

と
と

も
に
、

市
か
ら
事
業
許
可
を
得
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。
 

・
サ

ン
ノ
ゼ

市
で
は
、
市
条
例
に
よ
り
、
貸
家
の
借
受

人
が

又
貸
し

す
る
場
合
で
、
こ
の
借
受
人
が
市
外
に
出

る
場

合
に
は

連
絡
先
登
録
が
必
要
。
ま
た
、
貸
家
に
住

ん
で

い
な
い

場
合
に
は
、
又
貸
し
期
間
は
１
８
０
日
を

超
え

て
は
な

ら
な
い
。
 

・
観
光
振
興
法
施
行
令
等
に
「
外
国
人
都
市
民
泊
業
」

を
規
定
。
 

・
家
主
が
居
住
し
て
い
る
戸
建
て
、
集
合
住
宅
に
お

い
て
外
国
人
が
韓
国
の
文
化
を
体
験
で
き
る
よ
う

寝
食
を
提
供
す
る
も
の
と
い
う
位
置
づ
け
。
 

・
業
を
行
う
に
は
、
自
治
体
の
長
の
指
定
が
必
要
。
 

・
指
定
基
準
：
面
積
２
３
０
㎡
未
満
、
外
国
語
案
内

が
可
能
な
体
制
を
整
備
、
消
火
器
・
感
知
器
設
置
。
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国
名

 

比
較
の
視
点

 
ア

メ
リ
カ
①

（
ニ
ュ

ー
ヨ
ー

ク
）

 
ア

メ
リ
カ
②

（
ナ
ッ

シ
ュ
ビ

ル
）
 

ア
メ
リ
カ
③
（
サ
ン
フ

ラ
ン
シ

ス
コ
、
サ
ン
ノ

ゼ
） 

韓
国

 

３
．
民
泊

に
関
連

し
た

仲
介

事
業

者
に

対
す

る
規
制

 

・
な
し
 

  

 
・

短
期

間
賃

貸
住
宅
を
ウ
ェ
ブ
で
仲
介
す
る
企
業
は
、

住
宅

等
の
登

録
者
に
対
し
、「

又
貸
し
は
法
令
違
反
も
し

く
は

立
ち
退

き
の
対
象
に
な
る
可
能
性
が
あ
る
」
こ
と

を
周

知
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。（

２
０
１
６
年
１
月
施

行
予

定
）
 

 

４
．
問
題

と
な
っ

て
い

る
こ
と
・
訴
訟
事

例
等
 

・
２
０
１
３
年
州
司
法
長
官
が

Ai
r
bn
b
に
対

し
全

貸
主
の
個
人
情
報
提
出
命
令
。
訴
訟
と
な

り
、
個
人

を
特
定
し
な
い
情
報
提
供
で
和
解
。
そ
の

後
、
州
調

査
で
登
録
物
件
の
７
割
が
違
法
と
判
明
。
 

・
不
法
賃
貸
に
対
す
る
市
当
局
の
取
り
締
ま

り
が
積

極
化
し
て
い
る
。
（
摘
発
件
数
：
２
０
１
４
年

１
月

～
４
月
３
１
０
件
→
２
０
１
５
年
同
期
５
６

８
件
）
 

 

・
短

期
貸

主
が
ホ

テ
ル
稼

働
税
を

支
払
わ

な
い

ケ
ー

ス
が

問
題
に

な
っ
て

い
た
こ

と
を
受

け
て

の
上
 

記
の

条
例
化

。
 

・
閑

静
な

住
宅
街

で
の
利

用
者
に

よ
る
騒

音
ト

ラ
ブ

ル
が

生
じ
て

い
る
。
 

・
高

級
住

宅
街

で
は

近
隣
の

不
満

が
出
て

い
る

。
住

居

用
ア

パ
ー

ト
を

旅
行

者
に
貸

し
出

す
こ
と

に
よ

る
騒

音

問
題

や
、

そ
の

よ
う

な
問
題

に
つ

い
て
仲

介
業

者
に

取

り
合

わ
れ

な
い

こ
と

に
つ
い

て
の

ト
ラ
ブ

ル
に

な
っ

て

い
る

。
 

・
自

治
体

（
市

）
レ

ベ
ル
で

は
、

物
件
の

所
有

者
に

対

し
て

規
制

を
か

け
て

お
り
、

民
泊

を
禁
止

し
て

い
る

都

市
も

あ
る
。
 

・
州

レ
ベ

ル
で

は
、（

税
金
の
観
点
か
ら
）
仲
介
企
業
に

自
治

体
へ

の
情

報
提

供
を
求

め
る

動
き
は

あ
る

が
、

法

案
可

決
に
は

至
っ
て
い
な
い
。
 

・
文
化
体
育
観
光
部
が
、
ソ
ウ
ル
に
お
い
て
、
指
定

を
受

け
ず

に
営

業
す

る
不

法
宿

泊
施

設
な

ど
を

摘

発
（
４
月
と
９
月
に
計
６
５
件
）
。
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 ２
．

日
本
の

現
行
規

制
を
維

持
す
る

必
要
性
（
「
民

泊
サ
ー

ビ
ス
」

の
あ

り
方
に
関

す
る
検

討
会
（

事
務
局

：
厚
生
労

働
省
・

観
光
庁

）
の
見

解
）

 

 ○
 
「
第
７
回
『
民
泊
サ
ー
ビ
ス
』
の
あ
り
方
に
関
す
る
検
討
会
」
の
「
中
間
整
理

」（
平
成
２
８
年
３
月
）
に
お
い
て

、「
中
期
的
に
検
討
す
べ
き
課
題
」
と
し
て
、
以
下
の
よ
う
な
検
討
の
方
向
性
が
示
さ
れ
て
い
る
。
 

・
 
現
行
制
度
の
枠
組
み
に
と
ら
わ
れ
ず
、
仲
介
事
業
者
や
管
理
業
者
へ
の
規
制
を
含
め
た
制
度
体
系
を
構
築
す
べ
き
 

・
 
安
全
確
保
等
を
前
提
に

、「
一
定
の
要
件
」
を
満
た
す
「
民
泊
サ
ー
ビ
ス
」
に
つ
い
て
は
、
例
え
ば
、
許
可
で
は
な
く
、
届
出
と
す
る

こ
と
等
を
検
討
 

・
 
「
一
定
の
要
件
」
に
つ
い
て
、
こ
れ
ま
で
の
議
論
を
踏
ま
え
、
引
き
続
き
検
討
（
家
主
居
住
の
有
無
、
日
数
上
限
、
宿
泊
人
数
上
限

、
管
理
者
の
介
在
等
）
 

・
 
宿
泊
者
名
簿
や
最
低
限
の
衛
生
管
理
措
置
は
求
め
る
べ
き
 

・
 
報
告
徴
収
、
立
入
調
査
等
が
可
能
な
枠
組
み
は
必
要
 

・
 
現
行
旅
館
業
法
の
宿
泊
拒
否
制
限
規
定
の
見
直
し
 

・
 
近
隣
住
民
と
の
ト
ラ
ブ
ル
防
止
の
た
め
の
措
置
を
検
討
 

・
 
無
許
可
営
業
者
へ
の
罰
則
等
の
見
直
し
 

・
 
用
途
地
域
規
制
に
お
け
る
取
扱
い
に
つ
い
て
検
討
 

・
 
仲
介
事
業
者
、
管
理
事
業
者
に
対
す
る
実
効
性
あ
る
規
制
を
検
討
 

  

 ３
．

規
制
の

廃
止
・

見
直
し

を
検
討

す
る
に
当

た
り
留

意
す
べ

き
と
考

え
る
点
（
「
民

泊
サ
ー

ビ
ス
」

の
あ

り
方
に
関

す
る
検

討
会
（

事
務
局

：
厚
生
労

働
省
・

観
光
庁

）
の
見

解
）

 

○
 
制
度
の
見
直
し
を
検
討
す
る
際
に
は
、
主
に
以
下
の
３
点
に
留
意
す
べ
き
で
あ
る
と
考
え
る
。
 

 
①
 
衛
生
管
理
面
、
テ
ロ
等
悪
用
防
止
の
観
点
か
ら
、
宿
泊
者
の
把
握
を
含
む
管
理
機
能
が
確
保
さ
れ
、
安
全
性
が
確
保
さ
れ
る
こ
と
。
 

 
②
 
地
域
住
民
と
の
ト
ラ
ブ
ル
防
止
、
宿
泊
者
と
の
ト
ラ
ブ
ル
防
止
に
留
意
す
べ
き
こ
と
。
 

 
③
 
観
光
立
国
を
推
進
す
る
た
め
、
急
増
す
る
訪
日
外
国
人
旅
行
客
の
宿
泊
需
要
や
、
空
き
キ
ャ
パ
シ
テ
ィ
の
有
効
活
用
等
地
域
活
性
化
な
ど
の
要
望
に
応
え
る
こ
と
。
 

○
 
ま
た

、「
民
泊
サ
ー

ビ
ス
」
を
一
律
に
捉
え
る
の
で
は
な
く
、
そ
の
形
態
や
特
性
に
応
じ
て
、
検
討
す
る
必
要
が
あ
る
。
 

   

以
上
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第１回産業競争力会議の議論を踏まえた 

当面の政策対応について（抄） 

 

平 成 ２ ５年 １月 ２ ５日 

第３回日本経済再生本部 

本部長 内閣総理大臣 安倍晋三  

 

第１回産業競争力会議での議論を踏まえ、関係大臣におかれては、 

喫緊の重要政策課題に関する当面の対応として、以下の事項につい 

て対応されたい。 

 

（規制改革の推進） 

内閣府特命担当大臣（規制改革）は、雇用関連、エネルギー・ 

環境関連、健康・医療関連を規制改革の重点分野とする。特に健康・ 

医療については、健康を維持して長生きしたいとの国民のニーズに 

応えるとともに、世界に我が国の医療関連産業が展開して国富の拡 

大につながるように、 大胆な改革を推進すること。 

戦略分野を育成するとともに、投資先としての日本の魅力を最高 

水準に引き上げる観点から、国際比較をした上での規制改革などを 

含め、 国際先端テストの導入に向けて取り組むこと。 
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第４回・第５回産業競争力会議の議論を踏まえた 

当面の政策対応について（抄） 

 

平 成 ２ ５ 年 ４ 月 ２ 日 

第６回  日本経済再生本部  

本部長 内閣総理大臣 安倍晋三 

 

 

第４回・第５回産業競争力会議での議論を踏まえ、関係大臣におかれては、当面の 

政策課題として、以下の事項について対応されたい。 

 

 

 

（国際先端テスト） 

○内閣府特命担当大臣（規制改革）と関係閣僚は、国際先端テストを着実に推進する 

こと。関係閣僚は、国際先端テストに係る内閣府特命担当大臣（規制改革）からの 

要請を踏まえて、海外の規制・制度に関する必要かつ十分な調査を迅速に行うとと 

もに、内閣府特命担当大臣（規制改革）と協力して、我が国の規制環境を世界最先 

端にするとの観点から、早急に規制・制度改革の具体策を検討すること。 
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